
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

更新日：

実施検査を行った組合数

　書類審査・実地検査をする職員に専門的な知識が不足しており、審査が十分でない。

　職員の資質向上を図る必要がある。

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

　 2016/12/13 9:25

・課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既存の事業説明資料などを活用し、効
率的・効果的に行ってください。
・上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいように、「５．評価時点での現状→６．成果
があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れとなるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてくださ
い。

－

　毎年実施している書類審査では適正と判断しても、４年に１回のペースで実施している実地検査によ
り、法令に基づく是正や指摘事項が見つかる。

６.成果があったこと（改善されたこと）

6094

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 組合員及び組合役職員

（２）意図 組合活動の理解を深め、健全な組合運営を行う。

・健全な組合運営が行われるために、消費生活協同組合に対して、運営及び財務状況を調査する。
・設立・解散・定款変更、員外利用等が適切に行われるため、消費生活協同組合に対し、各種変更届け出について組合を指導する。

評価実施年度： 平成２８年度

28年度 29年度

3.0 2.0

事務事業の名称 消費生活協同組合の指導事業

事務事業担当課長 環境生活総務課消費とくらしの安全室長　石井幸美 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅱ－１－６
消費者対策の推進

実地検査実施組合数
目標値 4.0 3.0

30年度 31年度年度 27年度

　消費生活協同組合に対する実地検査は、４年に１回のペースで実施しており、２７年度は３組合に対して実施した。
　３組合とも、改善すべき事項等を指導し一定の改善が図られ、概ね健全な組合運営が行われている。

うち一般財源（千円） 350 420

達成率

3.0

％

件

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 350 420

　事前研修などにより職員の資質向上を図り、書類審査・実地検査の精度を高める。
　また引き続き、実地検査を、質、量ともに落とすことなく実施し、かつ指導した事項の改善確認調査を検討するなど、法令及び当該団体の定款に適合した組合運営
が確保されるよう指導する。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
　「組合員の自由脱退に関する手続き」、「剰
余金の積立て」等について、法令に基づく是正
や改善を要する事項を指導し、改善が図られ
た。

－ － －

前年度実績 今年度計画
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